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＊東南ｱｼﾞｱ各社の欧州便…空域封鎖で欠航相次ぐ
ｲﾝﾄﾞとﾊﾟｷｽﾀﾝの緊張の高まりで航空業界に影響が出ている。ﾊﾟｷｽﾀﾝが同国空域を封鎖したため、
ﾀｲ国際航空やｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空など東南ｱｼﾞｱの主要航空会社は、欧州便の欠航やﾙｰﾄ変更による遅
延を強いられている。再開するには、中国上空の迂回ﾙｰﾄを通るため「通常より所要時間が1～2時
間長くなる」（ﾀｲ航空）という。
・ﾊﾟｷｽﾀﾝの各都市に向かう便は引き続き欠航している。航空機の位置情報を提供すると、ﾊﾟｷｽﾀﾝ
上空を飛ぶ航空機は見当たらない。

＊ｲﾝﾄﾞ10～12月、6.6%成長
ｲﾝﾄﾞ統計局が28日発表した2018年10～12月期の実質成長率は、前年同期比6.6%
増となった。6四半期ぶりの低調だった。内需の二本柱である個人消費と設備投資はそれぞれ8%、
11%伸びたが、外需項目である貿易赤字の拡大と、政府支出の伸び悩みが主因となり成長率が鈍
化した。
＊ｾﾌﾞﾝ、ｲﾝﾄﾞ進出…年内　現地小売りとｺﾝﾋﾞﾆ
ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲ・HDは28日、ｲﾝﾄﾞに進出すると発表した。2019年中にｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ「ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ」を現地
企業と組んで出店する。人口13億人、高い成長率を誇る一方、零細企業が多いことからｺﾝﾋﾞﾆの成
長性が大きい。米子会社のｾﾌﾞﾝｰｲﾚﾌﾞﾝ・ｲﾝｸがｲﾝﾄﾞの小売り大手ﾌｭｰﾁｬｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ系の企業とﾌﾗｲ
ﾁｬｲｽﾞ契約を結んだ。日系の小売業の進出は少ない。ｲﾝﾄﾞの厳しい外資規制が背景にある。

＊ﾌｫｰﾄﾞ　中国で2000人削減…主力合弁、販売4割減「昨年　市場縮小」
米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰの中国主力合弁会社は従業員の約1割にあたる2千人の人員削減に踏み切る。新
車販売の失敗などから2018年の販売台数が17年比で4割近く減ったため、契約社員の更新を見合
わせる。中国新車市場は昨年、28年ぶりに減少に転じた。米中の貿易摩擦が長引けば同市場がさ
らに冷え込み、本格的な淘汰の時代を迎える可能性もある。
・長安ﾌｫｰﾄﾞは重慶市と浙江省杭州市などに工場を展開し、従業員数は約2万人。
　数か月かけて削減するが、業績が改善しなければ削減幅を2割引き上げる。
・中国、再編・淘汰の波・・ｽｽﾞｷは中国生産から撤退。ﾏﾂﾀﾞ、三菱、日産は減産。

＊東南ｱｼﾞｱ新車販売2%増…1月、好調ﾀｲが下支え
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の1月の新車販売台数は、約28万1000台と前年同月比2%増えた。ﾌﾟﾗｽとなった
のは2ヵ月ぶり。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱとﾌｲﾘﾋﾟﾝは2ｹﾀ減、25ヵ月連続の伸びを記録したﾀｲが下支えした。ﾀｲの1
月は17%増、2018年では年間20%増だった。覆いのないﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸの売れ行きが良かった。最大
市場のｲﾝﾄﾞﾈｼｱは新型車の買い控えが起き、15%減の約8.1万台だった。東南ｱｼﾞｱの新車販売は18
年に5年ぶりに過去最多記録を更新した。

＊LCC他国展開　曲がり角…ﾏﾚｰｼｱのｴｱｱｼﾞｱ
東南ｱｼﾞｱ格安航空会社（LCC)の雄、ﾏﾚｰｼｱのｴｱｱｼﾞｱ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの拡大戦略が曲がり角に来ている。
ﾀｲやｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、日本などで国内便にも参入して基盤を広げてきたが、お膝元のﾏﾚｰｼｱを除き、各地
で激しい競争にさらされ苦戦する。進出予定のﾍﾞﾄﾅﾑでも地元勢との激突は必至だ。今後は拠点拡
大をいったん中断し、収益力を強化する方針に切り替える。
＊ﾀｲ航空、赤字膨らむ…前期最終　費用増に収入伴わず
政府系のﾀｲ国際航空が発表した2018年12月期の連結決算は、最終損益が116憶ﾊﾞｰﾂ（約410億
円）の赤字となった。赤字額は前の期の5倍強に膨らんだ。運航規模の拡大や機材の導入で費用増
となった。収入は伸び悩んだ。LCCとの競争が激しくなっていることも響いた。19年12月期はﾘｽｸ要
因はあるが事業環境は改善するとの見通しだ。

＊苦戦の京東（中国ﾈｯﾄ通販2位）　ｱﾘﾊﾞﾊﾞ遠く…前期赤字拡大
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販2位の京東集団（JDﾄﾞｯﾄｺﾑ）が苦戦している。高品質の配送ｻｰﾋﾞｽが支持されて
きたが、地方展開が遅れｼｪｱ低下に直面する。最大手のｱりﾊﾞﾊﾞ集団の背中は遠のき、安さを売り
にする新興勢にも追い上げられる。中国のﾈｯﾄ通販市場は成長鈍化の兆し、急拡大してきたﾈｯﾄ通
販各社の明暗が分かれてきた。
中国ﾈｯﾄ大手、競争激化「国内依存克服が課題」＝中国では百度（ﾊﾞｲﾄﾞｳ）、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団、騰訊控肢
（ﾃﾝｾﾝﾄ）の3社がﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ市場を牽引。取り巻く環境が厳しくなってきた。2018のﾈｯﾄ通販市場は
25%増の9兆65億元（約148兆円）、17年の39%増と比して縮んだ。今後はﾊﾟｲの奪い合いが激化す
る。18年は過去最高、これから年々鈍化してくる。

＊ｴｰｻﾞｲ、ROE10%…今期、新薬販売が好調
ｴｰｻﾞｲの2019年2月期の自己資本比率（ROE)は10%程度になる見通しだ。主力新薬等（抗がん剤「ﾚ
ﾝﾋﾞﾏ」や抗てんかん剤「ﾌｨｺﾝﾊﾟ」）が想定を上回る販売が続く。さらにﾒﾙｸとのﾚﾝﾋﾞﾏの開発・販売提
携で19年3月期通期で650億円強の一時収入を受ける、今期の連結純利益は前期比17%増の605億
円を予想する。
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＊欧米ﾎﾃﾙ　東南ｱ争奪…仏ｱｺｰ「600軒に倍増」、米ﾏﾘｵｯﾄ「高級路線へ」
東南ｱｼﾞｱで外資ﾎﾃﾙﾁｪｰﾝの争いが過熱している。仏ｱｺｰｸﾞﾙｰﾌﾟは今後10年間で展開するﾎﾃﾙ数を
現状比約2倍の600軒にする。世界最大手の米ﾏﾘｵｯﾄ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙも高級ﾎﾃﾙ「W」などを新規投入
してｱｺｰを追う。経済が堅調な東南ｱｼﾞｱへの海外旅行者は毎年1億人を優に超え、2017年は12年
比で4割超えた。大手ﾎﾃﾙﾁｪｰﾝはｱｼﾞｱを成長市場と見て今後、争奪戦はさらに熱を帯びそうだ。

＊中国　背水の経済対策…6%成長維持へ減税33兆円「債務膨張巡り溝も」
中国が経済減速を睨んだ大規模な景気対策を打ち出した。李克強首相は5日の政府活動報告で
2019年に2兆元（約33兆円）規模の減税と社会保険料の値下げを実施すると表明、経済成長率の6%
割れを避ける方針を明確にした。米中貿易戦争の影響が顕在化するなか、企業や地方政府の債務
膨張を防ぎながら景気のテコ入れを図る「背水の陣」を強いられる。

＊中国、経済かじ取り難題…「中国企業成長に下押し圧力」
中国人民大学の向松祚教授は「1、2月の数字からみても2019年の中国経済の下押し圧力は非常に
強い。複数の統計数値が相互に矛盾しているため、政府の公表値を疑う」と、統計の信頼性に疑義
をはさんだ。
・さらに向氏は「重要な機関が18年の成長率を1.67%かﾏｲﾅｽと内部試算した」と、語り、国内外で話
題を呼んだ。・・引用試算が正しいと認めたわけではなく、下押しが強かったと言いたい。
・「李克強指数から推計する人々は『18年の成長率は政府公表ほど高くはない』と考えている」と向
氏は語った。また、18年の発表した成長率6.6%ならば金融や財政をあわてて緩めることはない。『中
国の成長率はそれほど高くない』と語る。
・減速の原因は『民間企業家の自信が打撃を受けたことが最も重要』と向氏。供給改革、環境規制、
工場の停止や閉鎖、債務削減等で民間は疑念を抱く。経済の持続的安定のため、構造改革が必須
と向氏が語る。

＊「さらば香港」移住希望急増…教育環境・政治対立に不満
「もう、かっての香港でない。移住します」。ｶﾅﾀﾞのﾌﾞﾘﾃｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ大学に通う陳宗立さん（24）は取
材に答えた。「修士号を得て仕事を探し、新しい人生を始めたい」。
・いま香港で陳さんのような若者の移住希望が増えている。香港中文大によると18～30歳の51%が
海外移住を考えている。理由は「政治的な対立が多すぎる」「人が多くて住環境が悪い」「政治制度
に不満」など陳さんは中流家庭の生まれ、経済的な心配はない。教育水準の高い人ほど移住を希
望する。移住先はｶﾅﾀﾞ、豪州、英国、米国で全体の8割。
・多くの若者が行政長官選挙の民主化を求めた14年の雨傘運動から4年。若者の要求は実らず、む
しろ中国の影響力が増す。「ｶﾅﾀﾞでは政府が市民を気にかけていると感じるが、香港政府は市民の
反対の声にも侮辱したように反応する」

＊ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸG　中国中古車に1680億円…AI重視
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸG（SBG)が中国や米国、欧州で中古車関連企業に投資している。中国の車好多集団（北京
市）にこのほどｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ・ﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾌｧﾝﾄﾞから15億㌦（1680億円）の出資を受けると発表した。出資先の
企業に共通するのがAIの査定、価値の評価。同社が2015年に始めたのがｽﾏﾎｱﾌﾟﾘ「瓜子」だ。買い
たい人は40万台のなかから好きな車を条件指定して選べる。
・中国では新車販売が伸び悩む一方で、中古車販売は18年が1382万台と前年比11%増。ﾈｯﾄ経由
の中古車販売は13年に中古車全体の4%が18年は2割の勢い。

＊全人代　専門家の見方
⦿欧米配慮も拡張路線なおーー早稲田大学・青山瑠妙教授
・外交政策は戦略面で変化はないが戦術面を変えた。李克強首相は経済活動において「企業が主
体で動く」との表現を使う。政府色を消し、対中懸念を持つ欧米諸国に配慮。政府活動報告でﾊｲﾃｸ
産業の育成策「中国製造2025」に触れなかった。ただし「一帯一路」などを通じて世界で影響力を高
める戦略の維持。
・国防費の伸び率は1桁だが金額は大。軍事と民間の融合「軍事融合」を進めており、宇宙開発やｻ
ｲﾊﾞｰ防衛などにも投資する。
⦿成長維持へ経済政策強化ーーみずほ総合研究所・三浦祐介
・成長率の引き下げは既定路線。米中摩擦の先行きみえず、最大の懸案。経済の下押し圧力が残
り、景気減速は避けられず。
・GDPを10年比で倍増目標。達成のため、6%台前半の成長率必要。財政赤字の対GDP比率の引き
上げで自動車、家電など個人消費を喚起。ｲﾝﾌﾗも内陸に
・随所で雇用優先を強調。雇用増に貢献すれば保険料社会保険料を減免。
＊全人代の政府活動報告…「市場開放・一帯一路」
・越境ECなど新業態の支援策を改革して充実させる。市場参入条件を一層緩和しより多くの分野で
外資の独資経営を認める。市場の減速と国際的に普及しているﾙｰﾙに従って、「一帯一路」共同建
設を促す。
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＊世界の鉄鋼、業績ﾌﾞﾚｰｷ…関税上げ、米国勢一人勝ち
好調だった世界の鉄鋼ﾒｰｶｰの業績にﾌﾞﾚｰｷがかかった。中国を除く欧米ｱｼﾞｱの主要13社は2018
年10～12月期の純利益が前年同期比3%増だった。3ヵ月前の7～9月期は34%の増益だ。米国が昨
年3月に発動した関税引き上げの余波でｱｼﾞｱなどで鉄鋼価格が下落した。国内価格があった米国
勢が独り勝ちの様相で、米ﾄﾗﾝﾌﾟ政権の保護主義の影響が企業業績に表れている。SMBC日興証
券の山口敦氏は「米国は一見好調だが、持続性に乏しい」と指摘する。
＊がん免疫薬　思わぬﾘｽｸ…他の治療に切り替えで発疹
がんの「第４の治療法」と呼ばれるがん免疫薬を使った患者に、予想外の影響が出たとの報告が相
次いでいる。効果が出なかったために他の抗がん剤に切り替えたりすると、皮膚などに重い発疹が
でる確率が高まる恐れがあると専門家が指摘。
現場の医師や研究機関は調査や対策を急ぐ。国や企業による積極的な解明が必要になりそうだ。
・投薬でがんを攻撃する免疫細胞が活発化しすぎて正常な臓器などを攻撃する可能性がある

＊ﾏﾆﾗ鉄道整備に「東京式」…初の地下鉄■郊外から通勤電車
ﾌｲﾘﾋﾟﾝのﾏﾆﾗで東京をﾓﾃﾞﾙとした鉄道整備が動き出した。日本の政府開発援助（ODA）で同国初の
地下鉄や、郊外と中心部を結ぶ通勤鉄道を建設。不具合は頻発する既存路線も改修する。事業費
は計2兆5千億円に上り、各事業に日本企業が参加する貧弱な鉄道ｲﾝﾌﾗを改善し、道路の渋滞の
緩和を目指す。沿線の再開発も見込まれ、人工増に対する都市づくりが進む。
⦿ﾌｲﾘﾋﾟﾝで進む鉄道ｲﾝﾌﾗ整備
　・南北通勤鉄道（再開発中）＝約150㎞（三井住友建設）
　・地下鉄＝約30㎞（清水建設、ﾌｼﾞﾀ、竹中土木）
　・MRT3号線（改修）＝住友商事、三菱重工業

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国販売4.5%増…1～2月　日産1.2%減と明暗
ﾎﾝﾀﾞは中国での1～2月の新車販売台数（小売り台数）が前年同期比4.5%増の21万2390台だったと
発表した。「ｱｺｰﾄﾞ」と「ｼﾋﾞｯｸ」が共に好調だった。日産は中国専用ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「ｳﾞｪﾇｰｼｱ」が苦戦し、1.2%
減の21万679台だった。ﾄﾖﾀは10.8%増の22万７千台。ﾏﾂﾀﾞは36.4%減の3万4388台だった。

＊新興国、物価上昇鈍る…ﾏﾚｰｼｱ、9年ぶり下落
ｱｼﾞｱの新興国で消費者物価の上昇が鈍っている。ﾌｲﾘﾋﾟﾝやｲﾝﾄﾞの消費者物価指数（CPI)上昇率は
4ヵ月連続で前月を下回り、ﾏﾚｰｼｱは約9年ぶりの物価下落に転じた。原油価格が安定し、自国の通
貨安も一服したのが主な要因で、各国の中央銀行が利上げに動く必要性も薄れている。
・物価上昇率が鈍って低インフレとなった要因は、他のｱｼﾞｱの国も似通っている。ﾌｲﾘﾋﾟﾝは物価上
昇率が1年ぶりに政府の目標（2～4%）の範囲内に収まっている。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱも19年に入ってからは利
上げを見合わせている。

＊豪石炭生産…新興国勢にｼﾌﾄ
世界最大級石炭輸出国ｵｰｽﾄﾗﾘｱで、石炭生産者の顔ぶれに変化が起きている。環境・社会・企業
統治に配慮した経営を評価するESG投資の流れが強まるなか、地元・豪州や日欧の企業が鉱山の
売却や事業拡大の停止に動く一方、ｱｼﾞｱ全体で石炭需要が今後も伸びると見込まれているため
だ。新興国勢の存在感が増し、豪州から石炭を調達する日本の電力会社への影響を懸念する声も
ある。
⦿新興国勢が豪石炭開発の一角をしめるようになってきた
　・印ｱﾀﾞﾆ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ＝2017年、世界最大級の炭鉱開発決定
　・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｱﾀﾞﾛ･ｴﾅｼﾞｰ＝18年、英豪ﾘｵ・ﾃｨﾝﾄから権益買収
　・中国の兗州煤業＝17～18年、英豪ﾘｵ・ﾃｨﾝﾄや三菱商事から権益買収
　・ﾀｲのﾊﾞﾝﾌﾞｰ＝豪ｾﾝﾃﾆｱﾙ・ｺｰﾙを子会社に

＊ｱｼﾞｱ需要、今後も伸び…ｲﾝﾄﾞなど20年で倍増も
中国の兗州煤業やｲﾝﾄﾞのｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟなどが炭鉱を開発したり、権益を買いましたりする背景に
は、ｱｼﾞｱで石炭の需要が今後も伸びるとの見通しがある。特にｲﾝﾄﾞや東南ｱｼﾞｱの新興国では経済
成長に伴い拡大するｴﾈﾙｷﾞｰ需要を再生ｴﾈﾙｷﾞｰでは賄いきれず、今後20年間で石炭利用は倍増
する見込みだ。
地理的に近く輸送費が押さえられ、政治的に安定した豪州の石炭は需要大きい。

＊東南ｱ、二重苦の時代へ…中国減速に政治不安
ASEAN（東南ｱｼﾞｱ諸国連合）に経済、政治両面で激しい時代が到来している。
「経済面」＝中国の景気減速が明白となってASEANにとって悲惨な影響が出る。
　・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの上位10市場への輸出は1月に全て落ち込んだ。18年の12月の同期比は15.4%増から
一転、1月は25.4%減となった。ﾀｲの1月の輸出は前年同期比で5.7%減少。中国向けが16.4%の大幅
減少となった。
　・ﾏﾚｰｼｱの国内総生産（GDP)成長率は17年の5.9%から18年は4.7%に低下した。
「政治面」＝問題が目白押しだ。
　・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱはﾌﾝ･ｾﾝ首相の反体制派弾圧と18年の不正選挙勝利を欧州が非難。
　・ﾏﾚｰｼｱではﾏﾊﾃｨｰﾙ首相の連立政権に亀裂。汚職容疑のﾅｼﾌﾞ前首相が人気。
　・ﾐｬﾝﾏｰとﾌｲﾘﾋﾟﾝは独裁政権から民主主義を闘いとったが選ばれた指導者が自由を弾圧する激し
い対抗のまっただ中。
　・今月24日に総選挙があるﾀｲは新政権が対立に終止符を打つ保証はない。
　・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは選挙でｳﾙﾄﾗ・ﾅｼｮﾅﾘｽﾄや宗教過激派が選挙戦を乗っ取る懸念。
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＊電動車　東南ｱ生産へ布石…日本勢、ﾀｲにPHV・EV計画提出
日本の自動車各社が東南ｱｼﾞｱで「電動車」の現地生産への布石を打っている。ﾄﾖﾀ自動車やﾎﾝﾀﾞな
どがﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ（PHV)や電気自動車（EV)の生産計画案をﾀｲ政府に提出した。ﾄﾖﾀは3～4年後
にPHVを現地生産し、その後にEVの生産に乗り出す。各社は将来の電動車需要の拡大に備えを固
め、日本が8割超のｼｪｱを握る「金城湯地」の東南ｱｼﾞｱ市場を死守する構えだ。

＊現代重、大宇買収で合意…造船、世界ｼｪｱ2割「日中警戒、再編成圧力」
造船世界最大手の韓国・現代重工業は8日、同3位の韓国・大宇造船海洋を買収することで大宇の
筆頭株主と最終合意した。船舶建造費ﾍﾞｰｽの世界ｼｪｱは2割を超える。この約20年間に数回の経
営不振に陥った大宇は単独での再建をあきらめ、現代重工業傘下で生産効率化を進める。競合す
る日中勢には脅威で、合従連衡の呼び水になりそうだ。

＊東南ｱ銀、融資好調…主要10行前期　7行が2桁増益
東南ｱｼﾞｱの銀行が収益を拡大している。時価総額が大きい主要10行の2018年12月期決算は主力
の融資の伸びに加えて、資産運用事業が好調で、7行が2桁の増益となった。域内の経済成長を背
景に金融とITを駆使したﾌｨﾝﾃｯｸも台頭。米中貿易摩擦の影響などで経済成長率が下振れする懸念
があるものの、高成長ぶりが際立っている。

＊国有への過半出資容認…中国、成長持続へ民間活用
中国政府は6日、民間企業が国有企業に過半出資を認める方針を打ち出した。市場開放を求める
米国側に配慮したとの見方。国家発展改革委員会の連維良副主任が「改革は最も強力な経済成長
の原動力だ。完全競争が実現している領域では、過半出資の社会資本が経営権を所得することを
認める」と話した。しかし、民間企業側からは「経営権が握れない限定的な出資では、効果は薄い」
との不満な声。

＊中国、対米で硬軟両様…経済「協調の道進む」・華為技術問題は反発
中国の王毅外相が8日の記者会見で示した外交方針では、協調と強硬が交錯する対米姿勢が鮮明
となった。米中貿易協議が大詰めになったのをにらんで経済協力の重要性を訴えつつ、中国通信機
器大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への圧力には強く反発。周辺国や途上国との関係改善を進めて米国
をけん制する構えを見せた。日中関係には「安定発展期に入るだろう」と前向きな考えを示した。
・技術移転　強制を禁止「外資保護の法案　『抜け道』懸念なお」・・米中貿易協議の一つの焦点であ
る技術移転強制について「行政機関とその職員が行政手段を利用して技術移転を強制してはなら
ない」とした。法律に記したのは一歩前進。「抜け道がある」との懸念は残った。

中国、輸出入とも減少…1～2月　貿易戦争など打撃
中国の貿易不振が鮮明だ。春節休暇の時期が毎年ずれることによる統計の振幅をならすため2019
年1～2月の累計値でみると輸出、輸入ともに前年割れ。景気減速による内需不振と米中貿易戦争
の打撃が背景にある。
・1～2月の輸出は5%減。輸入は3%減。2月の輸出入額は4%増と公表したが、具体的な根拠は示して
いない。実際は駆け込み輸出による押し上げ。製造業の景気指数でも昨秋以降の輸出入の不振は
裏付けることができる。

＊AI特許　米中が逆転…上位50に中国19社、国策映す
特許の民間企業ﾗﾝｷﾝｸﾞをまとめた。2016年～2018年の3年間で公開された特許の出願件数を調べ
たころ、上位50社に入った企業は中国が19社で、米国の12社を上回った。13年～15年は米国の企
業数が上回っていたが、逆転した。ﾊｲﾃｸ摩擦の主戦場であるAIで中国が存在感を高めている現状
が浮き彫りになった。
・IBM1位、ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ2位、ｸﾞｰｸﾞﾙ3位で米企業がﾄｯﾌﾟ３を独占した。
・出願は15年に米国を上回って首位になり、18年では米国の約2.5倍に達した。

＊ﾌｧｰｳｪｲ　排除拡大警戒…５Gにらみ正当性主張
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）と米国政府との対立が深まっている。7日、米政府機関
による同社製品の調達を禁じる法律が米憲法違反だとして、米ﾃｷｻｽ州の連邦地裁に提訴したと発
表した。次世代通信規格「５G」の本格普及が迫るなか、製品排除の動きが他国に波及することをけ
ん制する狙いがある。
⦿ﾌｧｰｳｪｲと米政府は多くの点で争う（VSの左は米政府、右はﾌｧｰｳｪｲ）
　①政府機関のﾌｧｰｳｪｲ製品調達を禁ずる法　VS　米憲法に違反と提訴
　②ｲﾗﾝとの金融取引の罪で孟氏を起訴　VS　ｶﾅﾀﾞでの孟氏逮捕は不当と訴える
　③米企業から企業秘密を盗もうとした罪で起訴　VS　「民事で和解済み」と主張
　④「国家情報法」により中国企業は当局の情報収集に協力との指摘　VS
　　　　　　　　「不当な要求を受けたことはなく、顧客の不利益にはしない」と反論

＊中国EC規制「代行業者」締め出し…「越境」は対象外　日本に商機
中国政府は2019年1月にEC法を実施した。目的は代理購入（代購）と呼ばれる個人ﾌﾞﾛｰｶｰの取り
締まり強化だ。中国政府は代購の登録と納税を法律で義務付け、取り締まりのため帰国者の手荷
物検査を強化している。
・中国政府はEC法を施行すると同時に、19年1月から越境ECの税制優遇策を拡大している。さらに
一度の税優遇の上限が2千元から5千元に引き上げ、より「越境EC」を利用しやすい環境の整備を
進める。日本にとっては商機となるかも。
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＊米中の先端技術覇権争い…浮かぶ「得意分野」
科学技術振興機構（JST)の分析で浮かび上がった。先端技術の研究開発で米中両国の実力が突
出することは広く知られているが、今回の分析では分野別にみた両国の優劣が垣間見える。
・米国が優位に立つのが生命科学だ。46領域のうち「がん研究」「遺伝子」「発生生物学」「分子生物
学」など40領域で首位だった。遺伝子を効率よく改変するｹﾞﾉﾑ編集や再生医療などの研究で世界を
ﾘｰﾄﾞし産業応用でも先行する。
・中国も46領域の多くで2位につけ、米国を猛追する。中国は生命倫理や規制などで制約が少なく、
ｹﾞﾉﾑ編集で双子の女児を誕生させ、波紋を呼んだ。工学、科学、材料などのモノづくりの分野で存
在感が圧倒的だ。31領域でﾄｯﾌﾟ。
・日本の存在感は薄い。ｼｪｱが5位以内に入るのは151領域中18領域のみ。韓国が多くの分野で順
位を上げているのに日本の存在感は著しく低下した。不安定雇用や研究費不足などの影響で研究
者が目先の成果に追われ、ｲﾝﾊﾟｸﾄの大きな論文を出しにくくなっている。抜本的な手を打たないとさ
らに悪化する。

＊中国新車販売14%減…1～2月、乗用車が苦戦
中国汽車工業協会は11日、1～2月の新車販売台数が前年同期比14.9%減の385万２千台だったと
発表した。新車販売の８割強を占める乗用車が苦戦した。2018年7月から前年実績を下回り続けて
いる。市場は厳しさを増している。ﾒｰｶｰ別では欧米系の苦戦が目立つ。中国は排ｶﾞｽ規制対応車や
農村での買い替えに補助金を支給する消費刺激策を打ち出す。

＊未承認薬　輸入監視を強化…厚労省　個人用、手続き法監視
厚生労働省はｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じた未承認薬などの個人輸入への監視を強化する。健康被害や偽造
薬の流通に歯止めをかけるのが狙い。輸入に必要な手続きを法制化したり、新たに罰則を設けたり
することも検討する。麻薬取締官などに捜査権限を与え、違反を迅速に取り締まれるようにもする。
今国会に医薬品医療機器法の改正案を提出する方針。
・少量かつ個人使用目的なら薬監証明は必要ない。
・厚労省は医薬品の買い上げ調査をしており偽造薬が度々見つかっている。海外製医薬品の個人
輸入は安全面と危険性を勘案したうえで、一人で判断せず、医師や薬剤師に相談するよう呼び掛け
ている。

＊安踏（ｱﾝﾀ）、欧州名門買収へ…海外知名度向上狙う
中国のｽﾎﾟｰﾂﾌﾞﾗﾝﾄﾞ大手の安踏体育用品（ｱﾝﾀ）が海外の名門企業に買収を仕掛けている。ﾌｨﾝﾗﾝﾄ
大手のﾞｱﾒｱｽﾎﾟｰﾂで、買収額は約6000億円。近く買収が正式決定する見通し。最近まで国外への
資金流出を懸念し、中国当局は大型買収が欠かせないと判断したようだ。ｱﾝﾀは大型買収をﾃｺに、
世界ｽﾎﾟｰﾂﾌﾞﾗﾝﾄﾞ2強の米ﾅｲｷ、独ｱﾃﾞｨﾀﾞｽを追い上げる。

＊患者宅で治験　期間短く…端末で計測ﾃﾞｰﾀ送信「ﾌｧｲｻﾞｰ、日本で計画」
ｽｲｽのﾉﾍﾞﾙﾃｨｽなど世界の製薬大手が海外で、患者宅での臨床試験（治験）に取り組み始めた。あ
らゆるﾓﾉがﾈｯﾄにつながる「IOT」の技術で血圧などのﾃﾞｰﾀを病院に送る。通院が不要なため参加率
が高く、3～7年の治験期間が1割短くなると見込む。新薬開発はｽﾋﾟｰﾄﾞ向上とｺｽﾄ削減が課題、効率
化の手段として広がりそうだ。
・患者の自宅での治験は製薬業界が「ﾊﾞｰﾁｬﾙ治験」と呼んで導入し始めた。
・ﾉﾍﾞﾙﾃｨｽは21年3月末までの3年間に世界で10件実施する。すでに激しい痛みに集中的に襲われ
る群発頭痛や肝炎の分野で着手した。
・世界の製薬会社の研究開発費用はほとんど治験が大半で増加傾向。効率化の需要は大きい

＊輸出促す切り下げ　回避…一段の金融緩和も
中国人民銀行（中央銀行）の易網総裁は10日の記者会見で、米国との貿易協議について「為替を
巡って多くの重要な問題を議論し、双方は多くの重要な問題で認識が一致した」と語り、輸出を後押
しする通貨の切り下げをしないことなどで合意したと明らかにした。一段の景気減速にさらなる金融
緩和で対応する方針を示したが、緩和余地が狭まっていることも示唆した。
・米中間の議論内容＝①金融政策の自主権を尊重　②市場が為替相場を決める
　　　　　　　　　　原則を堅持　③競争的な切り下げをしないなど20ヵ国・地域（G20）
　　　　　　　　　　首脳会議の合意を順守　④高い透明度で情報開示
・易氏は「我々は為替相場を競争目的、輸出押し上げ、貿易摩擦の手段に決して使わない。これは
約束だ」と強調した。

＊一帯一路　なびくｲﾀﾘｱ…対中戦略　EUと溝（習氏と覚書検討）
欧州連合（EU)の一員であるｲﾀﾘｱは中国が主導する広域経済圏構想「一帯一路」を巡る覚書への
署名を検討し始めた。同構想への協力を正式表明する内容とみられ、署名すれば主要7ヵ国（G7）で
は初めてとなる。中国による欧州のｲﾝﾌﾗなどへの投資を警戒するEUとの足並みの乱れを露呈し
た。
・EUの債務危機に陥ったｷﾞﾘｼｬやﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙなどが投資ﾏﾈｰを求めて一帯一路で覚書を交わした例は
あるが、ﾄﾞｲﾂやﾌﾗﾝｽは距離を置いている。ｲﾀﾘｱの港湾施設に対する出資が拡大すれば、地中海
への中国の影響力が大きくなる。
・景気後退面のｲﾀﾘｱは中国ﾏﾈｰを呼び込み、経済再建の起爆剤にする考えだ。だが中国と対立す
る米国は、一帯一路への参加は国際ｲﾒｰｼﾞの悪化になるとｲﾀﾘｱに警告し、中国との接近をけん制
する。
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2019/3/12 経済

2019/3/13 医薬

2019/3/13 東南ｱｼﾞｱ

2019/3/13 経済

2019/3/13 経済

2019/3/14 経済

＊５G商用化　東南ｱ急ぐ…ﾀｲやﾍﾞﾄﾅﾑ、20年にも「自動運転など産業振興」
東南ｱｼﾞｱ諸国が次世代通信規格「５G」の商用化に向けた準備を急いでいる。ﾀｲやﾍﾞﾄﾅﾑなどでは
早ければ2020年にｻｰﾋﾞｽを開始する。現行の４Gは日本など先進国に比べて5年ほど遅れたが、５G
ではその差が1～2年程度縮まる。各国政府は５Gの活用で自動運転や医療分野などの次世代ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽの創出につなげたい考えだが、通信事業者の負担となる多額の整備費用をどう賄うかといった
課題が残る。
⦿東南ｱｼﾞｱ通信大手は５Gの準備を進める
　・ﾐｬﾝﾏｰ「最大手MPT（国営）など」＝18年12月、政府など主催の５Gﾌｫｰﾗﾑ参加
　・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ「ｸﾞﾛｰﾌﾞ･ﾃﾚｺﾑ（財閥ｱﾔﾗ系）」＝19年半ばのｻｰﾋﾞｽ開始目指す
　　　　　　「PLDT（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ財閥ｻﾘﾑ系）」＝18年11月、ﾏﾆﾗなど一部で試験導入
　・ﾍﾞﾄﾅﾑ「最大手ﾍﾞﾄﾃﾙ（国営）」＝年内に実験を開始
　・ﾀｲ「最大手AIS（旧ﾀｸｼﾝ系）、2位ﾄｩﾙー（CP系）＝18年11月、試験運転開始
　・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ「最大手ｼﾝｷﾞﾃﾙ（政府系）＝18年7月、ｴﾘｸｿﾝとｹﾞｰﾑ・医療分野活用

＊米ﾊﾞｲｵ薬子会社買収…富士ﾌｲﾙﾑ　製造受託大手に「9800億円で」
富士ﾌｲﾙﾑHDは12日、米ﾊﾞｲｵ医薬品大手のﾊﾞｲｵｼﾞｪﾝの製造子会社を買収すると発表した。ﾃﾞﾝﾏｰ
ｸにある同社の拠点を取得し、ﾊﾞｲｵ医薬品の開発・製造受託の生産能力を増強する。事業規模はﾊﾞ
ｲｵ医薬品の製造で世界第2位ｸﾞﾙｰﾌﾟに加わる。ﾊﾞｲｵ医薬品の分野で存在感を示し、最大手である
ｽｲｽのﾛﾝｻﾞを追う。今回の買収で製造受託業が400億円から700億円まで増える。

＊韓国、日本の経済制裁警戒…水平分業　双方に打撃
韓国最高裁が日本企業に賠償判決を下した元徴用工問題を巡り、日本政府内に浮上した経済制裁
論に韓国が警戒を強めている。韓国政府は対抗措置の検討を示唆するが、水平分業の関係にある
日韓経済への打撃は大きいとの懸念も強い。日韓外務省は14日に局長級協議を開くが、出口が見
えない状況に産業界は不安を募らせている。

＊中国ﾊｲﾃｸ、ﾁﾍﾞｯﾄに…高成長と統制　両にらみ
中国のﾊｲﾃｸ大手が相次いでﾁﾍﾞｯﾄ自治区に進出し、AIやﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを活用して商機拡大を狙ってい
る。ﾀﾞﾗｲ･ﾗﾏ14世のｲﾝﾄﾞ亡命につながったﾁﾍﾞｯﾄ動乱が起きてから10日で60年が経過し、政府はﾊｲ
ﾃｸ企業の誘致で中国国内でﾄｯﾌﾟの経済成長を維持するとともに、新しい技術で統制を維持する思
惑も透けて見える。
・「ﾁﾍﾞｯﾄ自治区は国家発展の大局で戦略的な要の場所であり、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に全面的に取り組んでい
く」。習近平主席の母校、精華大学の傘下企業、紫光集団は2018年9月に同自治区政府と戦略提携
で合意したと紫光の呉健副総裁が強調。

＊中国、自国で生む価値高く…米中摩擦の背景に
内閣府は12日、世界経済の動向を調べる報告書「世界経済の潮流」で、米中の貿易摩擦が両国や
世界経済に与える影響を分析した。中国は生産機械のような付加価値の高い製品や部品の輸出拠
点になっていると指摘。米中貿易摩擦によって中国からの輸出が減れば、世界各国に影響を及ぼし
かねない。
・国連のﾃﾞｰﾀによると、中国は付加価値の高い部品を購入して国内で消費財にして輸出する「世界
の組み立て工場」の役割を担ってきた。その過程で、高品質な部品などの資本財を製造する技術を
取得し、徐々に内製化してきた。
・輸出のうち、自国で生み出した付加価値の割合をみてみると、中国は18年87.1%米国の86.7%をを
上回った。日本は79.4%だった。

＊減速する中国経済
　　①米関税上げ打撃大きく…日本総合研究所理事　呉軍華氏
中国経済の減速傾向を公に認めたことは評価できる。ただ6%台前半の数字は、中国のように一人
あたり国内生産（GDP)がほぼ1万㌦（約110万円）に達した国にしては高成長といえる。GDPが1万㌦
だった1980年代前半の日本はGDPが5%だった。
・2018年に6.6%に達したかは疑いがあるが、6%を目指すのには危機感が表れる。
・昨年も減税が強化されたが、税逃れに網をかけた結果、逆に1割近く増えた。減税がどれだけ実行
されるのか着目したい。
・米国は中国からｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝを切り離そうとしている。すでにｽﾏﾎの製造拠点は中国からﾍﾞﾄﾅﾑに異
動しつつある。中国抜きのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築が一気に進めば中国の痛手は大きい。中国に部品を供
給している日本企業への影響も大きい。

＊減速する中国経済
　②貿易戦争　改革の好機に…ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰﾁｰﾌ中国ｴｺﾉﾐｽﾄ　邢自強氏
中国が成長率の目標を下げたのは国内外で逆風に直面しているため。米国など世界経済の減速が
中国の外需を下押しするとみられ、現に中国国内でも企業の景況感と消費者心理が低迷している。
・緩和的な財政・金融政策は効果を上げている。企業や個人の金融政策は効果を上げ始めている。
企業や個人の金融環境を映す製造業購買担当者景気指数（PMI)の新規受注の項目も反転してき
た。4～6月期から伸びが加速すると予想。
・1兆6千億元（約26兆億円）規模の景気刺激策が打ち出された。政策の狙いは雇用を安定させ、景
気の下振れﾘｽｸを抑える「ｶｳﾝﾀｰｼｸﾘｶﾙｲ」と呼ばれる。
・米国が求めるいくつかの構造改革は、中国が進めようとしている改革の青写真と重なる部分もあ
る。貿易摩擦は国内改革を進めるきっかけになる。摩擦緩和への取り組みは長い目でみて中国にﾌﾟ
ﾗｽに働く。



2019/3/14 経済

2019/3/14 医薬

2019/3/15 経済

2019/3/15 東南ｱｼﾞｱ

2019/3/15 東南ｱｼﾞｱ

2019/3/18 経済

2019/3/19 経済

2019/3/19 経済

＊香港ｷｬｾｲ　黒字化も多難…試される新ﾊﾌﾞ戦略
香港ｷｬｾｲﾊﾟｼﾌｨｯｸ航空が格安航空（LCC）、香港ｴｸｽﾌﾟﾚｽに触手を伸ばしている。ｷｬｾｲが13日発
表した2018年12月期は3年ぶりに黒字。ただ本社の人員削減600人のﾘｽﾄﾗ頼みで収益力の回復は
道半ば。香港の優位性が低下する構造変化も起きている。LCCの取り組みだけで成長路線に乗れ
るのか不透明。
・中国人の旺盛な海外旅行、ﾋﾞｼﾞﾈｽ需要を掴もうと海外路線を急拡大させた。香港を経由せずとも
海外の多くの都市に行けるようになり、ｷｬｾｲを利用せず。

＊ﾌｲﾘﾋﾟﾝ、昨年の就労許可…出稼ぎ中国人3倍「ｶｼﾞﾉやｲﾝﾌﾗ需要」
ﾌｲﾘﾋﾟﾝで中国からの出稼ぎ労働者が急増している。2018年に労働ﾋﾞｻﾞや特別就労許可を取得した
中国人は約24万人と前年の3倍になり、違法就労も増えている。背景にはﾄﾞｩﾃﾙﾃ大統領が16年に
就任後、中国との関係改善を進めたことがあり、労働者団体などは雇用が奪われているとして反発
している。入国管理局によると、18年には中国人約3万5千人に労働ﾋﾞｻﾞ、約20万2千人に最長6ヵ月
までの特別就労許可をそれぞれ発給した。合わせた発給数は前年の3倍にのぼり、71%が中国人向
けのｶｼﾞﾉ関連、11%が建設分野、5%が製造業に従事している。

＊花粉症に先端医療…世界で患者増、需要拡大「ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽが抗体医薬」
今年もﾋﾟｰｸを迎えつつある花粉症の治療にがん治療などに使われる先端技術を応用する動きが広
がってきた。鳥居薬品が免疫療法薬を2018年に投入したのに続き、ｽｲｽのﾉﾊﾞﾙﾃｨｽは後退医薬技
術を応用した世界初の治療薬を19年秋にも国内で販売する。気候変動の影響で欧米では患者数が
さらに拡大するとみられ、新たな成長市場となっている。
・ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽは国内での臨床試験では抗ﾋｽﾀﾐﾝ薬などの従来薬に追加することで、鼻や目の症状を大
幅に改善する効果を確認。早ければ19年秋に使える。
・鳥居薬品は花粉症の成分に体を慣れさせ、免疫を抑える薬「ｼﾀﾞｷｭｱ」を開発。

＊対ｱｼﾞｱ輸出　戻り弱く…春節後も減速傾向続く「1～2月、対中は6.3%減」
日本の財務省が18日発表した2月の貿易統計速報（通関ﾍﾞｰｽ）によると、中国向けの輸出は前年同
月比5.5%増と3ヵ月ぶりに増加した。中華圏の春節など特殊要因もあって17%減少した1月から好転し
たが1～2月の合算はまだ前年同期比6.3%減だ。中国を含むｱｼﾞｱ経済は減速傾向との見方から輸
出が一気に増勢に戻るｼﾅﾘｵは描きにくい。

＊ﾄﾞﾛｰﾝ事業　海外で先手…「ﾃﾗﾄﾞﾛｰﾝ」22ヵ国で設備点検
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「CLUE」ｶﾞｰﾅと協定、測量
⦿ﾃﾗﾄﾞﾛｰﾝの出資企業がある国と主な事業内容
　「ｵﾗﾝﾀﾞ」・ｲﾝﾌﾗ点検。「ﾛｼｱ」・ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ点検、・課税のための地図作成。
　「ｲﾝﾄﾞ」・農業の不正監視。「南ｱﾌﾘｶ」・鉱山で坑道の測量。「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ」・土地測量、・ｲﾝﾌﾗ点検。
「ｵｰｽﾄﾗﾘｱ」・鉱山で坑道の測量、・ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ点検
⦿ｸﾙｰはｶﾞｰﾅの政府機関とﾄﾞﾛｰﾝの活用で協定を結ぶ。現地では石灰石の鉱山で石の体積を測っ
たり、道路の破損個所を点検したりしている。
ﾄﾞﾛｰﾝの規制が緩い新興国などで実績を積み、日本の2020年代に備える。

＊ｱｯﾌﾟﾙ部品　中国に傾斜…日米抑え2位　技術力が向上
米ｱｯﾌﾟﾙの機器生産で、中国企業の存在感が高まっている。部品供給のｻﾌﾟﾗｲﾔｰのうち、中国勢が
41社に増え、台湾に次ぐ2位に浮上。ｺｽﾄ面の強みと技術力の向上が背景にある。中国企業に依存
する政治的ﾘｽｸが高まる。

＊中国減速　見えぬ底打ち…工業生産10年ぶり低水準「投資　力不足」
中国の生産と消費が振るわない。14日発表の2019年1～2月の経済統計によると、工業生産の伸び
は昨年12月から減速し、ﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ直後以来、10年ぶりの低水準となった。失業率は2年ぶりの高
さに上昇し、雇用不安から小売売上高も低迷が続く。景気対策で投資は上向きだが、経済全体を支
える力強さはない。経済がいつ底打ちするかはまだ見せない。
⦿中国経済の下押し圧力はなお強い（ｶｯｺ内左は18年12月、右は19年1－2月）
　・輸出（－4.4%⇘-4.6%）米国向けなど不振、・工業生産（5.7%⇘5.3%）伸びは
　　10年ぶり低水準、・失業率（4.9%⇘5.3%（2月））ﾘｽﾄﾗで2年ぶり高水準
　・小売売上高（8.2%⇒8.2%）車が不振、春節商戦は初の2桁割れ
　・固定資産投資（5.9%⇗　6.1%）ｲﾝﾌﾗ持ち直し、不動産開発が好調

＊10社に4社　利益悪化…米中貿易摩擦がﾘｽｸ
けん引役だった韓台のﾊｲﾃｸ企業のほか、中間所得層の拡大の恩恵を受けてきた小売りなどの消
費企業でも苦戦があらわれてきた。ｱｼﾞｱ企業に試練の時がきた。
・台湾の液晶ﾊﾟﾈﾙ大手、友達光電（AUO)の彭双浪董事長は好況は終わったと明言。18年度の純利
益は101億台湾㌦（約360億円）と7割減益。18年10～12月期に限ると9割減益となった。同業の韓国
LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰは17年度の最高益から一転、1794億㌆（約170億円）の赤字となった。中国・京東方科
技集団も業績悪化。
・酒類・飲料大手のﾀｲ・ﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞは4割超の減益だ。競争激化や酒税の引き上げ、砂糖税の新設な
どが背景にある。
・通信ではﾏﾚｰｼｱのｱｼｱﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが赤字に転落した。ｲﾝﾄﾞの通信大手への出資に絡み大規模な減
損損失が発生したほか、「２G」など古い設備の償却負担。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの複合企業大手、ｱｽﾄﾗ･ｲﾝﾀﾅｼｮﾅﾙは15%の増益。ﾌｲﾘﾋﾟﾝはSMｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂがｽｰﾊﾟｰなど
300店以上出店。1割強の増益。
・2割減益決算発表の電子機器の受託生産第2位、和碩聯合科技（ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ）幹部は「米中貿易摩擦
などで非常に厳しい挑戦を強いられる」と身構える。



2019/3/19 経済

2019/3/19 経済

2019/3/20 経済

2019/3/21 経済
（一帯
 一路含）

2019/3/21 経済
（一帯
 一路含）

2019/3/21 経済

2019/3/21 経済 ＊中国向け工作機械半減…2月受注　12ヵ月連続前年割れ
日本工作機械工業会が20日発表した2月の工作機械受注額によると、中国向けの受注額は前年同
月比50.4%減と12ヵ月連続で前年割れとなった。米国と欧州も前年を下回り、主要3極は軒並み不振
だった。
・日工会の調査でも、会員企業のうち2019年4～6月期の受注が「増加する」と答え
　た企業の割合から「減少する」と答えた企業を差し引いた指数ﾏｲﾅｽ11.1で1～３
　月期に比べて6.9ﾎﾟｲﾝﾄ悪化した。

＊小米、2200億円黒字に転換…前期最終　海外市場開拓進む
ｽﾏﾎで世界第4位の小米が19日発表した2018年12月期の決算は、最終損益が134億元（約2200億）
の黒字だった。前の期の438億元の赤字から黒字に転換。海外比率が4割に達し、海外市場がけん
引した。売上高は5割増し、ｽﾏﾎは4割増し、「IOT生活家電」も好調だった。ｽﾏﾎはｲﾝﾄﾞでｼｪｱ1位だっ
た。

＊逆風の中の中国企業…「一帯一路」地域で拡販・長虹電子『趙勇董事長』
・海外戦略＝「中国のﾃﾚﾋﾞはすでに世界一流の品質を提供。もっと多くの製品を　販売して（約2割
の）海外売上高比率を高めたい。『一帯一路』沿い、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾁｪｺ、ｽﾍﾟｲﾝなどに工場を設立。ｱｼﾞｱと
ﾖｰﾛｯﾊﾟの人口と消費は大きく、今後も一帯一路地域で事業環境を整えていく」
・米中貿易摩擦の影響は？＝「2018年に米政府が中国の製品に追加関税を課したことで、当社も7
千万㌦（約78億円）以上に相当する製品が影響を受ける。現状ではそれほど大きいとは考えていな
いが、摩擦が激化したら原材料の調達など様々な分野で影響が広がるかもしれず、将来が見えず、
心配」
・中国の家電市場は価格競争で伸び悩む＝最近では限られた数の企業による理性的な競争になっ
ている。白物家電では中国が世界をﾘｰﾄﾞしている。当社の大型ﾃﾚﾋﾞは『４K』対応となり、今後はAIを
採用するなど付加価値を高めたい。

＊米中　関税再発動で対立…合意違反の罰則巡り
米中両国の貿易交渉は、3月中と見込んでいた最終合意が4月以降にずれ込みそうだ。合意違反の
「罰則条項」を巡って対立。
⦿米中は履行検証でなお溝（◎合意、〇距離縮まる、△調整、✖隔たり）
　　ﾃｰﾏ　　進捗　　　　現状
　貿易赤字　◎　中国が米製品を6年で1兆㌦輸入拡大
　為替　　　　◎　人民元の安値誘導しない
　知的財産　〇　中国も保護強化に前向き
　技術移転　〇　行政による強要を法律で禁止
　補助金　　 〇　中国の国・地域でのWTOﾙｰﾙ順守などで距離縮まる
　追加関税　△　中国は即時撤回要求、米国に段階下げ案
　履行検証　✖　米国は一方的な罰則を要求、中国は慎重

＊中国失速「上場後の壁」…買収企業不振、描けぬ戦略
中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の有望株で、ﾈｯﾄ出前ｻｰﾋﾞｽが主力の美団点評（ﾒｲﾄｩｱﾝ）が成長の壁にぶつ
かっている。2018年9月に上場を果たしたが成長の壁にぶつかっている。2018年9月に上場後から株
価は低迷を続け、18年12月期は2兆円の赤字。
〇新興勢「上場が目的化」も‥中国の有望なｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業で上場後に株価や業績が低迷するの
は美団だけではない。小米、平安健康医療科技など期待された企業でも上場後、株価の低迷が続く
ｹｰｽが多い。背景には「中国ではｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業のｺﾞｰﾙは上場」（中国中堅証券会社）。だから上場
後失速する。

＊記者の目　共産党主導　恩恵と弊害
軍事・民間企業の連携で技術ﾚﾍﾞﾙを引き上げる「軍民融合」政策がある。手厚い支援策は中国企
業の成長の原動力となってきた。半面、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）問題など国際社会が反発する要因とな
り、中国企業の海外市場展開の障壁となるなど弊害も生んでいる。光啓技術はAIﾈｯﾄﾜｰｸの開発と
並んで、ﾚｰﾀﾞｰに捕捉されづらい新世代のｽﾃﾚｽ素材の開発に注力する。長虹電子の前身は軍事
企業で営業範囲は「一帯一路の」周辺国。両社のように政府・軍との関係が強い企業は欧米から警
戒感が持たれやすく、海外企業の買収などは出来にくい。恩恵と弊害の両面があるなか、どこまで
顧客本位の経営を貫けるかが長期の成長を左右することになる。

＊米中摩擦の長期化に備え…CNPC、珠海格力、広州汽車
中国市場が転機を迎えた。新車販売台数は2018年に28年ぶりに前年割れ、ｽﾏﾎ出荷台数も10%
減。ｼｪｱ競争が激化し、勝ち組、負け組の差が鮮明になった。
・こうした逆風下でも18年12月期の業務予想を開示した中国の上場企業の6割は収益改善を見込
む。巨大な中国市場は今後も成長するとみて新領域などに投資する。例えば中国石油天然気集団
（CNPC)のｼｪｰﾙｶﾞｽの生産・開発と珠海格力電器の半導体開発がこれに当たる。CNPCと格力の取
り組みは米中摩擦の長期化に備えた動きともとれる。
・輸出増へ香港に新会社・・広州汽車集団は米国への参入をねらいつつ、香港を通じた他の海外各
国への輸出拡大を目指す。ﾘｽｸ対応を含む経営者の力量が従来以上に問われる時代になった。
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＊認知症の治験中止…ｴｰｻﾞｲ、残る２つ続行
ｴｰｻﾞｲは21日、米ﾊﾞｲｵｼﾞｪﾝと開発中のｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症の治験薬候補「ｱﾃﾞｭｶﾇﾏﾌﾞ」について、臨
床試験（治験）を中止すると発表した。
・認知症治療薬は世界の製薬企業で失敗が相次いでおり、開発の難しさが改めて浮き彫りになっ
た。米ﾌｧｲｻﾞｰや米ｲｰﾗｲ・ﾘﾘｰといった大手も相次いで失敗している。19年に入ってｽｲｽのﾛｼｭも開
発の中止を発表した。

＊中国ﾈｯﾄ勢、ﾘｽﾄﾗ策…内需依存に景気減速直撃
中国のﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ業界でﾘｽﾄﾗの動きが広がっている。ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）は中間
管理職の降格など人件費抑制に着手し、同業大手の網易（ﾈｯﾄｲｰｽ）なども雇用調整に乗り出した。
中国のﾈｯﾄ業界は巨大な国内需要を取り込んで急成長してきただけに景気減速の影響を受けやす
いもろさが浮き彫りになっている。政府は雇用維持を優先課題とするが、ﾘｽﾄﾗに歯止めがきくかは
不透明だ。
⦿中国ﾈｯﾄ企業の主なリストラ・雇用調整
　・18年12月　知乎「ﾈｯﾄ掲示板」－従業員の2割、約300人を解雇
　・19年2月　人人車「中古車取引ｱﾌﾟﾘ」－中国各地の拠点で従業員解雇
　・19年2月　京東集団「ﾈｯﾄ通販」－幹部の1割をﾘｽﾄﾗする方針
　・19年3月　ﾈｯﾄｲｰｽ「ｹﾞｰﾑ」－3～4割の人員削減検討
　・19年3月　ﾃﾝｾﾝﾄ「対話ｱﾌﾟﾘ」－中間管理職の1割、200人超を降格

＊ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ指数　中国5強「潜在力」で猛追…総合力では米が圧倒
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを起こす潜在力でｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団など中国の主要企業が米社を猛追している。日経新聞と一
橋大学が共同開発した「日経・一橋大ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ指数」ﾗﾝｷﾝｸﾞで米中それぞれの上位5社を分析し
た。全体の競争力では米側が圧倒する中でも、中国勢は将来への投資を拡大して地力を高めてい
る。
⦿「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ指数」の米中5社比較
　米国＝ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ、ｱｯﾌﾟﾙ、ｱﾏｿﾞﾝ、ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽ
　中国＝ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団、ﾃﾝｾﾝﾄ、ﾊｲｸﾋﾞｼｮﾝ、美的集団、京東集団
　　・組織力ー取締役数・年齢は中国が上、女性比率、社外比率は米国が上
　　・価値創出力ー時価総額、時価総額増加率、営業利益、営業利益増加率
　　　　　　　　　　　 営業利益率、利益率の増加率、海外比率、海外の増加率
　　　　　　　　　　　 全て米国が上
　　・潜在力ー開発費増加率、販管費増加率、設備投資増加率は中国が上
　　　　　　　　 開発費、販管費、設備投資費は米国が上
　　　（注）米中上位5社ずつの平均値で比較。組織力は取締役が対象、増加率
　　　　　　は5年間の変化。ﾃﾞｰﾀはQUICK・ﾌｧｸﾄｾｯﾄを使った

＊ﾐｽﾄﾞ、中国撤退…ﾀﾞｽｽｷﾝ　人件費重く全店閉鎖
ﾀﾞｽｷﾝは運営するﾄﾞｰﾅﾂ店「ﾐｽﾀｰﾄﾞｰﾅﾂ」の中国本土からの撤退を決めた。中国では人件費など運
営ｺｽﾄが上昇しており、採算が悪化していた。ただ「中国のｽｲｰﾂ市場はさらなる拡大が見込める。
魅力的な地域であることは間違いない。将来はﾌﾗｲﾁｬｲｽﾞ形式などでの再進出も検討する。台湾やﾀ
ｲ、ﾌｲﾘﾋﾟﾝ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでの地域は撤退は検討していないという。

＊　通信3社　今年雨4年ぶり投資増…中国、５Gに5千億円
中国通信大手３社による2019年の設備などの投資額が合計で4年ぶりに前年を上回る。次世代の
高速通信規格「５G」に着手したためで、５G向けは5千億円規模となる見込み。５Gへの投資は今後
数年で総額約20兆円に上る見通し。ﾃﾞｰﾀ通信の需要拡大に対応するほか、自動運転やIOTなどの
先端技術を支える。
・国有通信3社の上場子会社が22日までに19年の投資計画を明らかにした。４Gなども含む総投資
額は前年比6%増の約3千億元（約5兆円）。このうち５Ｇは300億元規模となる見通しだ。５Ｇ機器の部
品を担う日本の村田製作所や京セラにも追い風になる。

＊ｽﾏﾎｹﾞｰﾑ　中国が台頭…対戦型、世界で2億人参加
中国発のｽﾏﾎｹﾞｰﾑが日本などのｹﾞｰﾑ業界を席巻している。世界で2億ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ以上を記録するﾊﾞﾄ
ﾙｹﾞｰﾑなどﾋｯﾄ作が次々登場し、課金ﾋﾞｼﾞﾈｽの盛んな日本では国内勢を脅かす存在になってきた。
中国ではｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑの規制が強化され、現地有力ﾒｰｶｰは国外市場の開拓へ開発やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ体
制を拡充する。競争が激しくなり日本勢の戦略にも影響を与える。
・中国政府は18年3月からｹﾞｰﾑの審査を凍結するなど、ｹﾞｰﾑ規制を強化してきた。青少年への悪影
響を懸念する共産党の意向があるとされ、同年12月の審査再開後も混乱が続く。
・世界のｹﾞｰﾑ市場は中国勢が各地で覇権を狙う構図が強まる。

＊認知症、遠い新薬開発…ｴｰｻﾞｲ株17%安　１候補中止で
・ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症は、脳の神経細胞が変異し脳が委縮する病気。
・認知症は先進国の高齢化などを背景に、患者数が増加している。50年は世界で患者数が1億3千
万人を超すとの予測もあり、新薬のﾆｰｽﾞは高まっている。発症を5年遅らせることができれば米国の
患者数は4割減り、介護などの費用は670億㌦（約40兆円）減らせる。
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＊中国石油大手が投資加速…米中対立長期化に備え「ｴﾈﾙｷﾞｰ安保重視」
中国国有石油大手3社が国内外で原油や天然ｶﾞｽの増産に向けた投資のｱｸｾﾙを踏む。2019年12
月期の3社合計の投資額は前期比で2割近く増え、5期ぶりに高水準とされる5千億元（約8兆2千億
円）の大台に乗る見通しだ。原油価格上昇で業績も改善し、米中対立の長期化に備えて資源確保を
急ぐ。日本勢も含めた世界の資源獲得競争が激しくなりそうだ。
＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで初の地下鉄開業…渋滞解消へ日本が支援
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの首都ｼﾞｬｶﾙﾀで25日、同国初の地下鉄が正式に開業した。日本が政府開発援助（ODA)で
支援し、日本企業が幅広い役割を担う鉄道輸出ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄだ。深刻化している渋滞問題を解消する切
り札とされている。
・ｼﾞｬｶﾙﾀ中心部と住宅地の南部を結ぶ「南北線」の15.7㎞区間で事業費は1600億円程度。清水建
設や大林組がﾄﾝﾈﾙ工事などを行い、三井物産が最新鋭の運行ｼｽﾃﾑを納入した。車両は住友商事
と日本車両製造が製造・納入。ﾊ-ﾄﾞ面だけでなくｿﾌﾄ面でも日本式。発射時に「右よし、左よし」の日
本語で確認。

＊中国製風力　日本で攻勢…太陽光に続き存在感
中国企業が日本の風力発電市場で攻勢を強めている。小型風車で世界3位の上海致遠は6月に日
本専用の陸上風車を投入する。小型ﾒｰｶｰの青島安華新元風能（ANE)も年内に日本で100ヵ所に設
置する方針だ。世界市場で大きなｼｪｱを握る中国勢はｺｽﾄ競争力で優位にある。日本勢の撤退が相
次ぐ中、太陽光ﾊﾟﾈﾙに続いて再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの中国頼みが強まりそうだ。
・習近平政権は風力産業の輸出に力を入れる方針を掲げ、「一帯一路」ではｱﾌﾘｶやﾊﾟｷｽﾀﾝなどの
中央ｱｼﾞｱに展開していく考えだ。日本をはじめとする先進国での販売が有利に働くとの見方もある。
中国の大型風車ﾒｰｶｰの日本進出が焦点になる。世界2位のｺﾞ-ﾙﾄﾞｳｨﾝも「日本進出を検討」。欧米
勢も戦略のみ直しを迫られる可能性もある。

＊大和ﾊｳｽやリズム時計「中国進出企業に会計不正相次ぐ」
⦿中国のｸﾞﾙｰﾌﾟ会社で不正があった主な企業
　・ﾘｽﾞﾑ時計（不祥事＝時計の製造費を安くみせる不適切会計）ー影響＝業績予
　　　　　　　　　想を下方修正、樋口社長が辞任。
　・大和ﾊｳｽ（会社資金を横領）ー影響＝約117億円の損失計上（回収不可時）
　・日本郵船（現地採用幹部の横領）ー影響=約17億円損失計上
　・ＬＩＸＩＬｸﾞ（監査直前の預金額偽装）ー影響＝約656億円の特損計上
　・東京衡機（着服や架空売上）ー影響＝17年度通期の海外事業赤字3億円強
　・神栄（滞留債権隠蔽で架空売上）ー影響＝3.73億円の損失計上
「日本企業は現地の人材に業務の多くを委ねているｹｰｽが多い」
「業績悪化、給与の目減り、社内のﾑｰﾄﾞが荒れたりすれば、現地の幹部や従業
　員による不正が生まれやすくなる」

＊希少薬　日本発で世界へ…富士ﾌｲﾙﾑや武田　収益源に
日本の製薬各社が難病でもある希少疾患向けの開発を加速する。患者数が少なく企業が及び腰に
なる分野だったが、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の進展や政府の支援を背景に収益
化が視野に入った。富士ﾌｲﾙﾑや武田薬品工業などは国内外で事業化を加速し、欧米大手に対抗
できる収益源を育てる。効果的な薬が乏しかった希少疾患の治療法拡充が期待されるほか、患者
数が多い他の難病への応用など技術・産業基盤の強化につながる可能性がある。
⦿希少薬の研究開発を進める主な企業
富士ﾌｲﾙﾑ「再生医療技術を使ってﾗｲﾝｿﾞｰﾑ病などの治療研究」。武田薬品工業
「血管浮腫や血友病、遺伝子異常で起きる先天性疾患などの治療薬を開発。12製品の臨床試験
中」。JCRﾌｧｰﾏ「脳内に医薬品の成分を届ける希少疾患治療技術を
国内外の製薬大手に提供」。ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ「希少疾患の肉腫に対する遺伝子治療で
臨床試験」。ﾉｰﾍﾞﾙﾌｧｰﾏ「歩行障害をともなう遺伝性の筋肉異常の治療薬開発」。
そーせいｸﾞﾙｰﾌﾟ「筋委縮性側索硬化症治療薬などの臨床試験

＊ｲﾀﾘｱ、一帯一路で覚書…Ｇ７初、仏から批判「中国、包囲網切り崩し」
中国の習近平国家主席は23日、訪問先のﾛｰﾏでｲﾀﾘｱのｺﾝﾃ首相と会談し、広域経済圏構想「一帯
一路」で協力する覚書を交わした。主要7ヵ国（Ｇ７）のﾒﾝﾊﾞｰが一帯一路に加わるのは初めて。中国
への警戒を強める欧州連合（EU)の中核国を切り崩し、米国の影響力が及ばない独自の経済圏づく
りを急ぐ。
⦿覚書に署名したEU加盟国＝ｷﾞﾘｼｬ、ﾏﾙﾀ、ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ、ｸﾛｱﾁｱ、ｽﾛﾍﾞﾆｱ、ﾊﾝｶﾞﾘｰ
　　　　　　　　　　　　　　ｽﾛﾊﾞｷｱ、ﾁｪｺ、ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ、ﾘﾄｱﾆｱ、ﾗﾄﾋﾞｱ、ｴｽﾄﾆｱ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ
・中国からの投資は独仏へのけん制にちょうどいい。経済も政治も好きなようにさせないぞ、というﾅ
ｼｮﾅﾘｽﾞﾑに近い。独仏からｶﾈをもらえば「欧州ｴﾘｰﾄに身売りした」とみなされ、反ｲｽﾗﾑ感情の中で
中東は考えられず、仮想敵ﾛｼｱはﾘｽｸが高すぎる。中国は都合の良い相手だった。
・ＥＵの寄り合い世帯の複雑な政治力学が中国が入り込む隙を与えたのか。
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（一帯
 一路含）

2019/3/27 医薬
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2019/3/28 経済

2019/3/28 経済

＊世界景気「悪化」25%…中国に懸念9割超「景気刺激策に期待」
世界景気の先行きに対し、企業経営者が激しい見通しをする。日経新聞社がまとめた「社長100人ｱ
ﾝｹｰﾄ」で、世界景気の見通しを「悪化」とした回答は約25%と前回調査から倍増。中国景気の悪化を
理由に挙げる経営者が9割を占めた。一方で中国の大型景気対策を睨み、年後半には持ち直すこ
とへの期待の声も出ている。
・対応策として、2割の企業が「生産地や調達先の変更」や「関税などｺｽﾄ負担を取引先と協議」を挙
げた。「20年の米大統領選まで続く」が62%で最も多い。

＊ｶﾞｿﾘﾝ、ｱｼﾞｱで上昇…内外価格差解消　輸入増に歯止めも
ｱｼﾞｱの石油市場で、ｶﾞｿﾘﾝ価格が上昇している。供給過剰を理由に一時、原料となる原油の価格と
同水準まで下げていたが需給緩和が一服した。ｱｼﾞｱ価格に連動して決まる輸入品の下落に歯止め
がかかり、国内価格も約半年ぶりに解消した。ｱｼﾞｱのｶﾞｿﾘﾝ安を理由に、活発な輸入を続けてきた
商社勢には逆風となりそうだ。
・ある燃料商社は「夏までガソリン輸入は様子見だ」と話す。

＊中国EV企業　補助金減が直撃…生産見直し　淘汰の時代へ
中国のEVﾒｰｶｰが補助金頼みの事業ﾓﾃﾞﾙから抜け出せていない。最大手の比亜
迪（BYD)が27日発表した。2018年12月期の純利益は前の期より3割減少した。他社も状況は厳し
い。中国政府がEV産業育成に向け主に中国企業に支給していた販売助成金を17年から段階的に
削減しているためだ。受注減や、割安価格維持のため減額分を自社負担するなどで収益が悪化し
事業見直しを迫られている。60社程度とされる中国勢の淘汰は避けられない。

＊「一帯一路」構想　日本積極参加を…中国、首相4条件受け
中国外務省の耿爽副報道局長は26日の記者会見で「日本がより積極的な姿勢で
『一帯一路』に参加するよう希望する」と語った。安倍晋三首相が一帯一路に基づく第三国での日中
のｲﾝﾌﾗ協力に関し、対象国への適正な融資など4つの条件を満たす必要があるとの認識を示したこ
とに対して答えた。
・4つの条件＝適正融資による対象国の財政健全性のほか、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの開放性、透明性、経済性を
列挙した。
耿氏は「中日の指導者はすでに一帯一路の枠組みを使った第三国市場での協力で一致している。
一帯一路の建設は中日が互恵の協力を深めるための新たなﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑとなる」と述べ、日本の参
加に強い期待を表明した。
＊ｴｰｻﾞｲ　治験中止　荒い値動き…3日ぶりに取引成立
26日ｴｰｻﾞｲ株が3営業日ぶりに売買が成立した。21日に認知症の新薬候補「ｱﾃﾞｭｶﾇﾏﾌﾞ」の臨床試
験（治験）を注視すると発表したことによる失望売りが続き、時価総額は3日間で3割減少した。25日
までの2営業日は取引時間中に売買が成立せず、比例配分により制限値幅の下限（ｽﾄｯﾌﾟ安水準）
で取引を終えていた。

＊米標的の中国4社減速…通信機器や監視ｶﾒﾗ
前期はZTEが最終赤字に陥る、ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝの売上高増加率は17年12月期の31%から前期は19%、ﾊｲ
ﾃﾗも17年12月期の56%増から31%増に鈍化した。ﾀﾞｰﾌｧ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰは売上高のほか、最終利益も17年
12月期の30%増から前期は6%増に縮んだ。成長鈍化の理由は「米中摩擦の影響で米国での事業が
苦戦した」との指摘。すでに米国の政府機関や企業の間で名指しされた5社の製品の購入を控える
動きが出た。
・中国製品の排除について、世界の通信会社から「ｺｽﾄ増につながる」との声も上がる。中国ﾒｰｶｰ
の製品には日本企業の部品も使われている。

＊対ﾌｧｰｳｪｲ　米と溝…排除要請応じず　新たな火種にも
次世代通信規格「５G」の通信網構築で、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）など中国企業の製品を排除するかを
巡って、米欧の溝が目立ってきた。欧州委員会が26日、加盟国に示した「勧告」では、米国が強く求
めてきた同社の製品の全面排除を見送った。米政府は同社製品の採用は同盟国間の軍事協力に
影響するとけん制しており、通商問題などで対立する米欧の新たな火種になりそうだ。
・EUがﾌｧｰｳｪｲの全面排除の見送りを示したことで、すでにぎくしゃくしている米欧関係が悪化する可
能性がある。米国防総省ののﾛｰﾄﾞ次官は25日「同盟国や友好国がﾌｧｰｳｪｲ製品を採用すれば、機
密情報をどう共有するか見直す必要がある」と強調した。

＊中国とBMWと「ﾐﾆ」量産…EV新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ投入「技術に格差、成果不透明」
中国民営自動車大手の長城汽車は2021年に、独BMWと共同で中国で自動車生産に乗り出す。
BMW傘下の小型高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「MINI（ﾐﾆ）」の電気自動車（EV)を量産する。両社で新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞのEVも立
ち上げる。中国景気が低迷し、世界最大の中国の車市場は18年に減少、両社は投資を負担し合い
今後の成長につなげる戦略。ただ中国の地方企業と欧州高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの異色の提携が実を結ぶかは
不透明だ。

＊ｲﾝﾄﾞ物流企業へ投資…ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸGなど　450億円、拠点増設
ｲﾝﾄﾞの物流ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ、ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰはｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ（SBG)による10兆円規模の「ﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾌｧﾝﾄﾞ」などか
ら4億1300万㌦（約450億円）を調達したと発表した。2011年設立のﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰは、物流網が脆弱なｲﾝﾄﾞ
で配送ｾﾝﾀｰを次々と設けて事業を拡大。
・ｲﾝﾄﾞ国内1800都市以上で物流を手掛け、大企業500社を含む1万以上の顧客を抱える。配送ｾﾝﾀｰ
の機械化を進めるなど効率的な物流の仕組みを整え、ﾈｯﾄ通販企業との取引が多い。
・ｲﾝﾄﾞのﾈｯﾄ通販市場は18年に約342億㌦と15年の3倍近くになった。
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＊吉利、中独連合で小型EV…ﾀﾞｲﾑﾗｰーの「ｽﾏｰﾄ」に出資
中国民営自動車大手の浙江吉利控肢集団と独ﾀﾞｲﾑﾗｰは28日、ﾀﾞｲﾑﾗｰ傘下の高級小型車ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
「ｽﾏｰﾄ」の事業を折半出資にすると発表した。合弁会社を年末までに中国に設立し、2022年にEVを
国内外で発売する。吉利は18年以降、ﾀﾞｲﾑﾗｰに協業を求めてきたが、警戒感も残すﾀﾞｲﾑﾗｰとの協
議が難航していた。不振のｽﾏｰﾄを共同で立て直すことになったが「同床異夢」のﾑｰﾄﾞも漂う。
・ｽﾏｰﾄはｽｳｫｯﾁとﾀﾞｲﾑﾗｰの合弁で1994年設立。2人乗りのおにぎりのような形のｽﾏｰﾄが登場し、世
の中を驚かせた。ﾀﾞｲﾑﾗｰはお荷物となるｽﾏｰﾄを押し付けたようだ。ﾒﾙｾﾃﾞｽなどの連携を回避する
ため。

＊米中摩擦、ﾓﾉの流れ一変…「大豆・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ産「特需」「LHG・豪など回復」
米中両国の貿易戦争の勃発から1年が経過し、世界のﾓﾉの流れが変わってきた。
大豆は中国の報復関税で輸出が減った米国産に替わりﾌﾞﾗｼﾞﾙ産が台頭する。
液化天然ｶﾞｽ（LNG)もｱｼﾞｱやｵｾｱﾆｱの産ｶﾞｽ国が、米国に奪われた中国の需要を取り込む。貿易戦
争は中国の景気減速といったﾘｽｸの一方、資源国に商機の拡大をもたらしている。
・米の存在感低下・・大豆輸出の6割を占める最大の市場を追われた米国は、中国
　以外のｱｼﾞｱやEUへ販路拡大のかじを切る。それでも中国向け分は補えない。

＊ﾊﾞｲｵ創薬でﾜｸﾁﾝ…製薬会社、途上国の感染症対策「武田、ﾃﾞﾝｸﾞ熱も」
国内の製薬各社がﾊﾞｲｵ創薬技術を活用し、新型ﾜｸﾁﾝを相次いで実用化する。武田薬品工業はﾃﾞﾝ
ｸﾞ熱ﾜｸﾁﾝ、ｱｽﾃﾗｽ製薬はｺﾚﾗﾜｸﾁﾝをそれぞれ開発している。ﾜｸﾁﾝは大手4社が9割を占める寡占
市場。
・遺伝子組み換えでﾜｸﾁﾝをつくるﾊﾞｲｵ創薬技術を活用する。ｱｽﾃﾗｽ製薬はｺﾚﾗ菌
　による下痢症の予防にｺﾒを活用、田辺製薬はﾀﾊﾞｺの葉でｲﾝﾌﾙｾﾞﾝｻﾞのﾜｸﾁﾝを
　作る新技術を実用化する。ﾉｰﾍﾞﾙﾌｧｰﾏは阪大と組みﾏﾗﾘｱのﾜｸﾁﾝを開発。

＊ﾌｧｰｳｪｲ製品の安全性…英「新たに重大問題」
中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）製品の安全性に関する年次報告書を公表し「さらなる技術上の重大問
題が見つかった」と指摘した。2018年版で挙げた欠陥の修正に「進展がほとんどない」とも批判し
た。英国家ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰｾﾝﾀｰ（NCSC）は15年からﾌｧｰｳｪｲ製品の安全性について報告書を出し
ている。18年版では「いくつかの脆弱性がある」として懸念の払拭に向けた改善を求めた。今回の19
年版は「英国の通信ﾈｯﾄﾜｰｸに新たなﾘｽｸをもたらすもの」と言及した。
・英政府は報告書を参考にﾌｧｰｳｪｲ製品の採用の是非を判断する。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、2位転落…通信ｲﾝﾌﾗ昨年ｼｪｱ　米の排除響く
2018年の携帯通信ｲﾝﾌﾗの世界ｼｪｱで中国の通信機器最大手、ﾌｧｰｳｪｲが2位に順位を落とし、ｽ
ｳｪｰﾃﾞﾝのｴﾘｸｿﾝが2年ぶりに首位を奪還した。次世代通信規格「５G」に限ると、ﾌｧｰｳｪｲは4位。ﾄﾗﾝ
ﾌﾟ米政権によるﾌｧｰｳｪｲ製品の排除が通信ｲﾝﾌﾗ市場の勢力図にも影響を及ぼし始めた。５Gの市場
規模は17年比18%縮小。

＊中国経済「金融・減税で安定」…李首相、不安払拭狙う「政策余地狭く」
中国の李克強首相は28日の博鰲ｱｼﾞｱﾌｫｰﾗﾑでの講演で、金融緩和と減税の効果により中国経済
の安定運営に自信をみせた。世界が中国経済を不安視するのは、李氏が3年前に博鰲で講演した
時と同じ。当時より政策の発動余地は狭まり、債務問題も深まった。経済を軟着陸させられるかはな
お不透明だ。
⦿李首相の演説はどう変わったか
「成長目標」2016年＝6.5%～7%、2019年＝6～6.5%
「経済認識」2016年＝下押し圧力がかなり強い、19年＝環境はさらに複雑で厳しい
「景気対策」16年＝経済を安定運営する政策余地は十分
　　　　　　 　19年＝量的緩和やﾊﾞﾗﾏｷはやらない
「財政」16年＝減税5千億元。財政政策はまだ余地、19年＝減税2兆元、圧力大
「外交」16年＝あらゆる形式の保護主義に共同で反対
　　　 　19年＝どの国も独りよがりになったり、他者を排除したりできない
　

＊がん治療薬争奪　新薬の種も高騰…市場、5年で倍増25兆円
次世代のがん治療薬を巡る主導権争いが激しくなってきた。第一三共は29日、新型の医薬品の開
発・販売で英ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶﾞと提携し、最大69億㌦（約7600億円）を受け取ると発表した。がん治療薬の
世界市場は今後5年ほどで25兆増するとの予測ある。有望な新薬の種は争奪戦が繰り広げられ、巨
額のﾏﾈｰが飛び交う。「ｵﾎﾟｼﾞｰﾎﾞ」など現在主流の免疫薬に続く成長領域を狙い、世界の製薬大手
がしのぎを削る。

＊韓国、来年から人口減に…2065年、46%が高齢者「日本抜き首位に」
韓国統計局庁は28日、将来人口推計を発表した。総人口は早ければ2019年の5165万人をﾋﾟｰｸ減
少に転じる。人口の占める65歳以上の高齢者の割合も65年に
46%に達し、日本を抜いてOECD加盟の先進国で首位になる。経済に影響か。

＊企業価値　専門性で見定め…時価総額ﾗﾝｷﾝｸﾞ　30年で変化
平成の30年間で、かって繊維や素材、家電が中心だった関西の主力企業の顔ぶりはがらりと変
わった。関西の時価総額上位企業の変遷を調べたところ、ｷｰｴﾝｽなど高い専門性や工夫で世界市
場を開拓する企業が躍進する一方、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸやｼｬｰﾌﾟ、東洋紡など代表的大企業が順位を落とし
た。
・独創・海外で躍進・・海外展開で成長したのがｴｱｺﾝ大手のﾀﾞｲｷﾝ工業（19年の時価総額は4位で
3.8兆円）だ。1990年代から現地生産・現地販売で業績を拡大した。ｲﾝﾄや東南ｱｼﾞｱなど新興国での
需要が増え、直近の海外売上高比率は8割に上る。連結営業利益は6期連続で過去最高を更新す
る見通しだ。


